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【要旨】　イノベーションが創出した価値をイノベーターが享受できること，即ちイノベーションの専有可能性は

事業経営の重要課題である．特許制度が付与する独占排他権は，専有可能性の有力な手段として期待されてきた．

しかし，化学製品・医薬以外の必須特許が多数存在する産業では，必須特許が多数の企業に拡散し独占排他権の

実行が困難な場合が多い．しかし，本論文が事例研究で取り上げるインクジェットプリンタでは，技術開発で先

行して必須特許権者となった 3社が 3社の間だけで，相互にクロスライセンスするかあるいは実施を黙認するが，

他社には実施許諾しないという知的財産戦略を実行した．これにより，3社が必須特許の実施権を専有し，3社

以外の企業が市場参入する機会を抑制することに成功し，その結果，3社はイノベーションの専有可能性を達成

した．本論文は，以上を分析し，更に，この知的財産戦略の成立・継続を支えた主要な 4つ要因にも言及する．
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【Abstract】　This paper describes an intellectual property right strategy of inkjet printer companies which acquires the 

appropriability of innovation.　Exclusive rights based on the patent system have been expected to provide the 

appropriability of innovation.　In many markets except a few such as chemicals and medicine, however, essential patents 

may not help patentees to dominate the market, because products consist of many essential patents distributed among 

many companies.　This situation gives opportunity for many companies to enter the market, and makes the existing patent 

system ineffective in the process of innovation appropriability.　In the inkjet printer market, however, three essential 

patent holders, Canon, EPSON and Hewlett-Packard licensed formally or informally their essential patents only among 

them, and did not license for other companies.　This intellectual property rights strategy allowed three companies to 

occupy the license of essential patents, and to dominate the inkjet printer market successfully.　Also this paper explains 

four major factors which supported this strategy to keep effective.　The relationship among three companies looked like a 

patent alliance based on an agreement.　No explicit contract and agreement, however, did exist among three companies.
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知的財産戦略によるイノベーションの専有可能性

1.　序章

1.1.　はじめに

イノベーションによって創出された価値を，イノ
ベーターが享受できなければイノベーション創出の
モチベーションを維持できない．また，イノベーショ
ンへの投資を回収できなければ，イノベーション創
出を継続できない．イノベーションによる価値創造
と創出された価値の獲得を両立させること，即ち，
イノベーションの専有可能性は，イノベーション・
マネジメントの重要課題であり，企業活動に必須の
要件となっている．
特許制度が付与する特許発明の独占排他権は，イ
ノベーションの専有可能性の有力な手段として期待
されてきた．特許制度が与える特許発明の独占排他
権を活用することで，特許発明を用いた製品を独占
的に市場に供給することができる．例えば，化学製
品や医薬は，この構図が有効な産業領域であり，特
許によるイノベーションの専有可能性が達成されて
いることが分かる．化学製品や医薬では製品に必須
な特許が少数であり，それらの特許が並行，あるい
は連続して創出される場合が多いので，必須特許が
特定の一企業が保有する可能性が高く，このことが，
特許によるイノベーションの専有可能性を可能とし
ている．
その一方で，特許権の取得と権利行使に投じたコ
ストに相応しい収益が得られないとの議論もあり，
実際には強固な特許群を構築しながらそれに見合っ
た収益を得られなかった事例の報告も少なくない．
機械，電機等の分野では，1つの製品に複数領域の
技術が使用され，その結果，1つの製品に必須な特
許が多数存在する場合が多い．それら必須特許の技
術バックグランドが多岐に及び，複数企業が必須特
許を保有する場合が少なくない．この場合には，必
須特許の権利者であっても，事業参入するには他の
必須特許権者からライセンスを受ける必要があり，
クロスライセンス契約を締結して相互に実施許諾を
行なう．このようにして，特許による独占排他権を
行使できない企業が多数存在することになり，多数
の企業が市場参入し，特許権によるイノベーション

の専有可能性が損なわれる．
しかしながら，インクジェットプリンタでは，必
須特許権者であるキヤノン，エプソンおよびヒュー
レット・パッカードは，その知的財産戦略によって
イノベーションの専有可能性を獲得している．イン
クジェットプリンタの登場前は，高画質カラー印刷
できる個人用プリンタはなかった．写真画質の印刷
が可能なインクジェットプリンタは我々の生活を革
新したイノベーションの典型的な事例である．更に，
キヤノン，エプソンおよびヒューレット・パッカー
ドがその市場を寡占している．本論文は，インク
ジェットプリンタにおいて，必須特許権者であるキ
ヤノン，エプソンおよびヒューレット・パッカード
の各社が，他の必須特許権者のみとクロスライセン
ス状態を形成する知的財産戦略によって市場を寡占
し，イノベーションの専有可能性を獲得したことを
述べる．
更に，キヤノン，エプソンおよびヒューレット・

パッカード 3社の特徴的な関係に着目して，この知
的財産戦略を「暗黙の知的財産同盟」と呼称するこ
とが相応しいことを述べる．
なお，必須特許とは当該製品の製造に必須な特許
のことである．一般的に代替技術が全くない特許は
技術必須特許（technical essential patent）と呼び，
代替技術が存在しても，代替技術では製品コストが
増大するか，機能・性能等で劣後となって商品競争
力が削がれる場合は，商用必須特許（business es-

sential patent）と呼ぶ．本論文では，この両者を含
めて必須特許と呼ぶこととする．

1.2.　先行研究

イノベーションが経済成長の原動力であり企業競
争力に必要であることは広く認識されており，近年
の各国政府の経済政策もその認識を反映している．
例えば，米国の American Competitiveness Initiative

（Domestic Policy Council, 2006），日本の長期戦略指
針「イノベーション 25」（閣議，2007）など各国の
経済政策に採用されている．
しかし，イノベーションによって新たな価値創造
に成功したとしても，イノベーション創出に投じた
リソースに相応しい収益が常にもたらすとは限らな
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い（Teece, 1986）．イノベーションの専有可能性が
困難であった事例が，クォーツ時計（榊原，2005），
デジタルテレビ（榊原，2005），光ディスク（小川，
2011 ; 新宅，2005）など多数報告されており，イ
ノベーション・マネジメントの重要課題となってい
る（榊原，2005）．Chesbroughが提唱するオープン
イノベーションは，イノベーション・プロセスの観
点からこの課題に応えるものといえる．また，
Apple社の iPhoneや iPadのように will to payが高
い製品の提供が専有可能性を高めるとの提案（延岡，
2010）もあり 1つの有力な解である．
また，製品のモジュール化を反映した製品アーキ
テクチャの変革を踏まえて高収益をもたらすビジネ
スモデルに関する議論もある．（Chesbrough, 2006）
そもそも，特許制度は特許発明を公開する代償と
して一定期間の特許発明の独占排他権を認める制度
であることから，イノベーションの専有可能性の手
段として期待されてきた．即ち，特許制度の存在意
義は，一方では発明情報の開示によってイノベー
ションを促進し，他方では，イノベーションの専有
可能性によって産業の発達に寄与することである．
しかし，特許制度による専有可能性への貢献は必
ずしも高くないとの調査結果が報告されている．
Carnegie Mellon Survey （Cohen, 2000）， NISTEP Sur-

vey（後藤，1997），Berkley Survey（Graham, 2009），
Patent Failure（Bessen, 2008）等である．Carnegie 

Mellon Survey， NISTEP Survey，Berkley Surveyは，
先行的な製品市場投入，営業秘密，特許等のイノベー
ションの専有可能性に貢献しうる諸要因を比較し
て，最も専有可能性に貢献した要因は何かについて
企業アンケートによる調査を行なった．他の競争要
因と特許制度を比較した結果，特許制度を専有可能
性の主要な要因とした企業の比率は，先行的な製品
市場投入や営業秘密の管理に及ばないとしている．
また，Patent Failureは，米国における特許訴訟に
要する費用と特許による企業価値の増大額の算定か
ら，前者が後者よりも大きいために，特許を事業経
営に活用することは採算が取れないとしている
（Bessen, 2008）．また，標準必須特許を対象にした
研究では，特許権によって権利者が特段の優位性を
得ることはないとする報告もある（江藤，2008）．

ただし，これらの調査報告や分析では，特許制度
の専有可能性に対する貢献度は産業により異なると
している．例えば，Patent Failureは化学製品，特
に医薬品では，特許の価値が高いがそれ以外の産業
分野では特許の価値は相対的に低いとしている．
また，本論文が事例で取り上げるインクジェット
プリンタは技術と産業に顕著な影響をもたらしたの
で，多数の報告がされている（米山，1996 ; 岩井，
1997 ; 宮崎，2002 ; 榊原・松本，2004 ; 浅井，2004 ; 

Clymer & Asaba, 2005）．しかし，本論文が考察す
る知的財産戦略によるイノベーションの専有可能性
について論じたものはない．

1.3.　リサーチクエスチョン

本論文は，インクジェットプリンタの事例におい
て，必須特許権者が他の必須特許権者とだけクロス
ライセンスする，あるいは，相互に自社特許の相手
方による実施を黙認して実質的にクロスライセンス
と同等の効果を生む状態となることで必須特許の実
施権を専有する知的財産戦略がイノベーションの専
有可能性をもたらすことを検証する．このために次
の 2つのリサーチクエスチョンを設定してこれを解
明する．
　
RQ1 : インクジェットプリンタの事例において，

知的財産戦略によるイノベーションの専有可能性が
実現したか

RQ2 : 知的財産戦略によるイノベーションの専有
可能性が継続した要因はなにか
　
2社間のクロスライセンス契約は頻繁にみられる

知的財産活動であり，自社特許の相手方による実施
を相互に黙認する知財方針もしばしば見られる．こ
れらの集積に過ぎない知的財産戦略にも拘わらず，
本論文で検討するインクジェットプリンタの事例に
おいて，イノベーションの専有可能性を実現したの
かを問うのが RQ1である．

RQ2で専有可能性の継続に着目した理由は，必
須特許実施権の専有状態が一旦，成立しても，その
後に綻びる危険性があるからである．そもそも特許
制度は特許権が継続する期間を限定しているが，更
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に，必須特許を代替する新規技術が開発されると従
来は必須であった特許が必須特許でなくなる．知的
財産戦略を実行する企業の事業が伸長すると，この
市場に参入を試みる企業が登場することが想定され
る．必須特許実施権の専有による参入障壁に対する
他企業の攻撃に対抗できたかを問うのが RQ2であ
る．

2.　研究方法

本論文はインクジェットプリンタを対象に事例研
究を行なう．インクジェットプリンタを採り上げた
理由は，第一に，良く知られたイノベーションの事
例だからである．例えば，C. M. Christensenはその
著書「The Innovator’s Dilemma」でインクジェット
プリンタを，イノベーションをもたらす破壊的技術
の事例に取り上げている（Christensen, 1997）．第
二に，特許によるイノベーションの専有可能性が困
難であると指摘されている電機製品に属するからで
ある．インクジェットプリンタにおける知的財産戦
略がイノベーションの専有可能性をもたらしたこと
が検証できれば，その手法がイノベーション・マネ
ジメントに有効性であったことが明瞭になる．
本論文は公開・公刊されている各種の情報やデー
タをもとに議論を進める．新規にインタビュー等を
実施しない．特許に関する情報は公開特許を利用し
た．インクジェットプリンタの開発経過の考察には，
公刊された論文や報告書や開発当事者のインタ
ビューが有効であった．特許権の活用の検討には関
係当事者が執筆した論文を利用した．市場の規模や
シェアは調査会社や報道機関が発行している統計
データを用いた．特に，本論文の事例研究では必須
特許の特定が必要となるが，それは通常は容易では
ない．そこで，必須特許の特定には，必須特許権者
の企業で知財業務に携わった関係者が執筆した論文
を利用した（加藤，2010）．各社の製品仕様や価格
の推移は，各社が公開している製品カタログ等の
データを用いて分析した．
また，事例研究では，インクジェットプリンタ特
許の出願件数と発明者数を企業間で比較するため
に，国際特許分類（IPC）を利用した．インクジェッ

トプリンタ特許を出願した企業のほとんどは日本企
業であり，その出願行動を計測するには日本特許の
調査が適している．しかし，知的財産戦略を実行し
たヒューレット・パッカード社は米国企業であり，
その出願行動の把握には，米国特許の調査が相応し
い．そこで，日本特許と米国特許の両者を対象に調
査するために国際特許分類（IPC）を用いた．
更に，各社の特許出願が対象とする製品の考察に
は，日本特許庁が付与している Fタームを用いた．
Fタームにはテーマコードとしてインクジェットプ
リンタが設定されており（2C056，2C057），Fター
ムの「観点」から特許発明が解決しようとする課題
が分かるのでこの目的には適している．（特許庁，
2012）．Fタームが付与されるのは日本特許に限定
されるが，考察の対象企業が日本企業であったので
Fタームを利用した．
なお，特許分析の対象からインクに関する特許を
除外した．その理由は，インクジェット用インクに
関する特許は，プリンタ・メーカ以外に化学メーカ
や製紙メーカも多数出願しており，プリンタ・メー
カの分析に用いるとノイズになる可能性が高いから
である．特許庁が作成した平成 16年度特許出願技
術動向調査報告書「インクジェット用インク」は，
上位出願人 10社の中に，プリンタ・メーカではな
い王子製紙，三菱製紙，三菱化学を上げている（特
許庁，2005）．更に，インクジェット用インクには，
色素，添加剤や溶剤に関する技術も必要であり，こ
れらの中にはインクジェット用インクに限定しない
技術も含まれる可能性があり，インクジェット用イ
ンクに関する特許の網羅的な抽出は容易ではないと
思われる．
インクジェットプリンタの事例で知的財産戦略に
よるイノベーションの専有可能性を，その技術開発
経緯にそって検討した．インクを微小な液滴にして
印刷媒体に直接吹き付けるインクジェット方式の原
理は古くから知られており，1950年代には本格的
な技術開発が始まったが，90年代以降，一般消費
者が個人用途で使用する代表的プリンタとなるまで
には，6.で記載するように，二段階の技術開発が必
要であった．
本論文は，原則として特許情報や公刊文献など公
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知情報をもとに記載する．しかし，知的財産戦略に
は社内情報を伴う場合が多く，通常はそれを知るこ
とは困難である．そこで，公知情報を根拠に推測を
行なった．この場合には，推測の根拠を示すととも
に，推測と分かる表現で記述した．

3.　インクジェットプリンタの 
技術開発経緯

3.1.　技術開発の経緯

この節は，インクジェットプリンタの技術開発経
緯を客観的に述べる（図 1参照）．インクを微小な
液滴にして印刷媒体に直接吹き付けるインクジェッ
ト方式の原理は古くから知られており，1950年代
には本格的な技術開発が始まった．しかし，初期の
インクジェットプリンタは，ポンプでインク液滴を
連続的に吐出し，印刷しない箇所では空中を飛翔中
の液滴を空気流や荷電で偏向させてガータで回収す
るという方式であった．このため，プリンタは大型
となり，多数ノズルの並行動作が困難であるため印
刷速度も遅かった．これが，一般消費者が個人用途
で使用する代表的プリンタとなるまで進化したのは
90年代以降である．インクジェットプリンタがこ

のように地位を獲得したのは，①印刷箇所だけにイ
ンク液滴を吐出するオンデマンド型インクジェッ
ト，②プリンタヘッドの小面積に密集した多数ノズ
ルからインク液滴を吐出するマルチノズルの 2つの
技術が実用化されたことによる．マルチノズルに
よって印刷面の微小面積に複数色のインク液滴を塗
布することでカラー印刷が実現されるが，インク液
滴の微小な吐出メカニズムの発明によってマルチノ
ズルが可能となった．オンデマンド型マルチノズル
ヘッドによって，インクジェットプリンタを特徴付
ける高速・カラー・高画質印刷が実用化された．
オンデマンド型マルチノズルヘッドを可能にした
のがサーマル方式とピエゾ方式の 2つのインク
ジェット方式であり，現在もこの 2方式が採用され
ている．インク流路内の壁面に設置した電気ヒー
ターでインクを急激に加熱，沸騰させて発生した気
泡の圧力でインクを吐出するインクジェットがサー
マル方式である．電圧を加えると微小に変位するピ
エゾ（圧電）素子をインク流路の壁面に沿って設置
し，これを用いて流路容積を機械的に変動させてイ
ンクを吐出するインクジェットがピエゾ方式であ
る．サーマル方式は電気ヒータ，ピエゾ方式はピエ
ゾ素子という微小で独立駆動が可能なメカニズムで

図 1　インクジェットプリンタの技術開発
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出所 : 日経パソコン（2013）を元に作成
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インク液滴を吐出できるのでオンデマンド型マルチ
ノズルヘッドが可能となった．
最初にオンデマンド型マルチノズルヘッドを実現
したのはサーマル方式であるが，それ以降，1990

年代に高画質カラーインクジェットの技術が完成の
域に達するまでの期間を，松田の分類に従って第一
世代，第二世代に分けて記述する（松田，2006）．
図 1にインクジェットプリンタの技術開発の経緯を
エポックメイキングとなった製品によって示す．
【第一世代】流路中のインクを加熱，沸騰させて
発生した微小気泡でインク液滴を吐出させる原理を
キヤノンが発見したのが 1977年であり，それにもと
づく原理特許が 77～78年に出願された1-4．沸騰現象
には核沸騰と膜沸騰があり，工業や日常生活で一般
に広く利用されているのは核沸騰で，液体を加熱す
る壁面の任意の箇所から気泡がランダムに発生す
る．核沸騰における気泡発生は，加熱壁面の状態な
ど加熱量以外の要因も影響するため，発生する気泡
の正確な制御は難しい．膜沸騰は核沸騰よりも遥か
に高い加熱壁面温度で急速に加熱すると一気に気泡
が発生し，発生した気泡が膜となって加熱壁面を
覆って壁面と液体を一時的に隔離する沸騰現象であ
る．この気泡の膜による断熱効果のために次の気泡
の発生が抑制される（甲藤，1964）．この膜沸騰の
特性が微小インク液滴の高周波吐出に適することに
着眼して特許請求の範囲を組み立てて特許権を取得
したことが，これらの発明をサーマル方式の原理特
許にした．しかし，インクの沸騰による化学浸食や
キャビテーションによるヘッド損傷など実用化を阻
むさまざまな難問があり，それらを解決して第一世
代の製品が登場する．ほぼ同時期に開発に着手した
ヒューレット・パッカードは，サーマル方式の最初
の出願を 81年に行ない5，84年にはヒューレット・
パッカード初のインクジェットプリンタ Think Jet

を発売した．キヤノンはパソコン用プリンタを 83

年末に発売し，本格的なインクジェットプリンタ
BJ-80を 85年に発売した．
これに対してセイコーエプソンはピエゾ方式で開
発を進め，平板型ピエゾインクジェットの最初の特
許出願を 78年に6，積層ピエゾインクジェットプリ
ンタに関する最初の特許出願を 83年に行ない7，エ

プソン最初のインクジェットプリンタ IP-130Kを
84年に発売した．このようにしてインクジェット
プリンタを実用化した意義は大きいが，価格は，
ThinkJet が 約 12 万 円，BJ-80 が 約 17 万 円，IP-

130Kが約 50万円と高価であった．その主な理由は，
複雑で微細な構造のインクジェットヘッドの製造が
困難であったことによる．また，この時期はパソコ
ンの出力にはドットインパクトプリンタやレーザー
ビームプリンタが広く採用されており，インク
ジェットプリンタを必要とする潜在的な市場規模も
小さかった．

【第二世代】この状況を打破してインクジェット
プリンタの大規模市場を創出することを狙って，
1987～90年頃にかけて全社的なプロジェクトが開
始された．キヤノンは，87年にインクジェット事
業を独立事業体化することを目指す全社規模の「B

プロジェクト」を組織した（岩井，1997）．樹脂成
型とエキシマレーザ技術により精密なインクジェッ
トヘッドの低コスト大量生産に成功し，90年に発
売した BJ-10vは，印刷のドット密度が 360 dpiと高
画質であるが低価格であったために急速に市場を拡
大した．また，同じ年にヒューレット・パッカード
が発売した DeskJet500は 300 dpiと同等の画質を確
保した．
これに対してエプソンは，1989年にインクジェッ
トプリンタのそれまでの開発方針を見直した．それ
までのピエゾ方式プリンタヘッドがサーマル方式に
比べて大きいことが欠点であったので，キヤノンに
対抗できる小型ヘッドを開発するプロジェクト「緊
急ヘッドプロジェクト」（略称，KHプロジェクト）
を 90年に立ち上げた．開発の焦点は，インク吐出
を駆動するピエゾ素子を小型化することであった
（宮崎，2002）．積層したシート状素子を焼結成形し
たピエゾ素子の採用によってヘッドを約 1/10に小
型化することに成功し，93年に印刷密度 360 dpiの
MJ-500を発売した．
小型・精密で安価なヘッド構造とその製造技術の
他に，この時期の重要な技術革新はインク液滴の吐
出制御技術である．微小なインク液滴の吐出が可能
となっても，高精細・高画質カラー印刷を実現する
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には，吐出するインク液滴を安定したサイズと液滴
量に制御し，これを正確な方向へ安定して吐出する
技術が必要となる．フルカラー印刷は，異なる色の
複数インク液滴を微細な同一エリアに塗布すること
で実現されるからである．これを可能にするのがイ
ンク液滴の制御技術である．ノズルから吐出された
個々のインク液滴は，必ずしも形の揃った液滴とは
ならずに，液滴に引きずられてインクの尾を引く現
象や，液滴が途中で複数個に分割する現象などのた
めに，吐出するインク量と方向を正確に制御するこ
とが困難であった．キヤノンは流体力学の数値解析
を駆使してノズル前後のインクの挙動を解析した．
これにより沸騰で生ずる気泡の圧力とインク液滴の
移動位置との関係に着目した吐出制御技術を開発
し，1990～99年に出願した8-10．これは，液滴がノ
ズルを離れた直後にノズル内の圧力が大気圧より低
くなるように気泡の圧力を設定することで，余分な
インクが飛び出さないようにしたものである．エプ
ソンは吐出力を発生させるピエゾ素子を駆動する駆
動電圧パルスに着目した吐出制御技術を開発し，92

年に特許出願した11．これは，所定のインク量が吐
出された後，それ以上のインクがノズルを離れない

ようにピエゾ素子を駆動するものである．
こうしてフルカラープリンタが開発され，キヤノ
ンは 1992年に BJC-820を，セイコーエプソンは 94

年にMJ-700V2Cを発売して，インクジェットプリン
タは 90年代に急速に普及していった．MJ-700V2C

は 720 dpiの高画質でありながら 10万円を切る普及
価格を実現し，累計 30万台を販売して，「お化け商
品」と呼ばれるに至った．図 2にインクジェットプ
リンタの国内出荷金額の推移を示す．図 2が示すよ
うに，第二世代のインクジェット技術によってイン
クジェットプリンタ市場が創出され，90年代の後
半には国内だけでも 4000億円規模の市場に成長し
たことが分かる．
急速に普及した背景には，インクジェットプリン
タの小型・低価格・高画質カラーという特性が発揮
される個人用パソコンが広く普及し，更にカラー画
像を生成するアプリの普及という大きな需要の形成
があった．図 2は，ドットインパクトプリンタの出
荷額推移も示す．1980年代にパソコン用プリンタ
として普及したドットインパクトプリンタである
が，その印刷方式はカラー，高画質，低騒音という
利用者ニーズに応えることが原理的に困難であり，

出所 : 矢野経済研究所「日本マーケットシェア事典」各年度版から作成

500000

450000

400000

350000

300000

250000

200000

150000

100000

50000

0

19
85 86 87 88 89 90 91 92 93 94 95 96 97 98 99

20
00 01 02 03 04 05

インクジェット ドットインパクト

（百万円） 

（年）

図 2　インクジェットとドットインパクトプリンタ国内出荷金額推移
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エプソン製品の解像度（横）の進化
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これに取って替わってインクジェットプリンタが普
及したことが分かる．
第二世代に至ってインクジェットプリンタ技術は
完成の域に達する．第二世代のインクジェットプリ
ンタの技術イノベーションの大きさを把握するため
に，図 3にキヤノン，エプソンおよびヒューレット・
パッカード 3社の製品の印刷解像度の増加とそれを
支えたプリンタヘッドに実装されたノズル数の増加
を示す．ノズル数と解像度が共に劇的に増加したこ
とが分かる．印刷解像度を高める有力なアプローチ
は吐出されるインク液滴微小化であり，1990年以
降 2桁の微小化が進行した（日本画像学会，2008）．
しかし，インク液滴の微小化だけでは単位時間当た
りの塗布面積が低下し，印刷速度の低下を招く．こ
れを補って印刷速度という商品性能を進化させるた
めに，ノズル数の増加が必要である．このように解
像度とノズル数の増加はインクジェット技術が継続

して進化したことを示している．
この技術イノベーションに支えられて，エプソン
は 1996年に「写真画質」を訴求する PM-700Cを発
売し，キヤノンも 99年に新プリントヘッド「FINE」
を開発して写真画質を達成した．こうして，当初は
ドットインパクトプリンタの代替えから始まったイ
ンクジェットプリンタは，個人用としては従来のど
のプリント方式でも達成できなかった機能と性能を
実現した．図 3からも分かるように，2002年頃まで
は画質は毎年向上したが，04年頃には画質競争はほ
ぼ終息し，それ以降は商品としてのインクジェット
プリンタはプリンタ単体の機能・性能の追及から，
スキャナーや無線 LANの搭載など多機能化に製品
開発競争の力点が移った（日経パソコン，2013）．

3.2.　インクジェットプリンタの中核技術と必須特許

3.1.で開発経緯を記したインクジェットプリンタ

出所 : 各社 HP に掲載された従来製品のカタログから作成
※プリンタの解像度にはヘッドの移動方向（横方向）と印刷用紙の送り方向（縦方向）の 2 方向があるが，ここでは前者の解像度を示
した．

ヒューレット・パッカード製品の解像度（横）の進化

図 3a　続き

908988878685
19
84 91 92 93 94 95 96 97 98 99

20
00 01 02 03 04 05 06 07 08 09 10 11 12 13 14

6000

5000

4000

3000

2000

1000

0

[dpi]

6色インク
5色インク
4色以下

（年）

Think Jet
192 dpi

PaintJet
180 dpi

DeskWriter
300 dpi

DeskWriter 694C
600 dpi

DeskJet 720C
1200 dpi

DeskJet 5551
4800 dpi

DeskJet 5650
4800 dpi

Photosmart P1100
2400 dpi

Photosmart D5460
4800 dpi



59

知的財産戦略によるイノベーションの専有可能性

エプソン製品のノズル数の進化
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の中核技術は以下に分類される．
①マルチノズルヘッドの構造
②インク液滴の吐出制御
③インクジェット用インク
④インク目詰まり防止

印刷箇所にのみインク液滴を吐出するオンデマン
ド型インクジェットでは，インク液滴を吐出しない
時間帯がある．その時間帯にインクが乾燥して固形
物となりノズルが目詰まりすると，正常な印刷がで
きない．これはインクジェットプリンタの実用化の
ためには解決が不可欠の技術課題であり，これを解
決するのが④インク目詰まり防止技術である．ヘッ
ドを物理的に清掃する機構，印刷開始前の予備的イ
ンク吐出，印刷停止中のノズル内インクの吸引，目
詰まりしにくいインク組成などである．エプソンも
目詰まり防止の特許を出願している12．
インクジェットプリンタのインクには吐出までは
高い流動性を保持し，吐出後から印刷媒体に到達す

るまでは安定したサイズの球形となり，印刷媒体に
到達した後は速やかに乾燥するという，相反する特
性が求められる．また，サーマル方式のインクには
沸騰して気泡を発生する機能も求められる．これら
を満足させるのが③の技術であり，多数の重要特許
が存在する（特許庁，2005）．
他社参入障壁として機能する特許群の特定は容易
ではない．それは参入を目論む企業が採用する技術
方式や設計方針により必須特許となる特許群が異な
るからである．そこで，インクジェットプリンタ特
許業務に関わったキヤノン関係者が発表した論文で
「知財障壁を構築した」「長年，他社の事業参入を阻
止する特許になった」として特許番号を提示してい
る（加藤，2010）ので，これを上記の①～④の分類
に従って整理すると表 1となる．この表 1から分か
るよう「知財障壁を構築した」特許は，インクジェッ
トプリンタの中核技術の全領域に跨っており，参入
障壁として機能していたことを物語っている．

出所 : 各社 HP に掲載された従来製品のカタログから作成

ヒューレット・パッカード製品のノズル数の進化

図 3b　続き
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表 1　キヤノンのバブルジェット必須特許

特許の位置付け 特許番号 特許発明の概要 出願年

バブルジェットの原理 特許 1389594 沸騰で発生した気泡でインク液滴を吐出するインクジェット 1977

特許 1389595 1977

特許 1396884 膜沸騰による気泡でインクを吐出するインクジェット 1978

特許 1389608 1978

ヘッド構造 特許 1265874 気泡発生に伴う化学浸食やキャビテーションに耐えるヘッドの
構造

1979

特許 1918345 1983

特許 1817038 1983

特許 1425475 1984

特公平 2-42669 1981

特許 1389608 ☆ 高周波で駆動するヒータ伝熱設計 1978

特公昭 59-43312 ヒータ入力波形と吐出の周期 1982

特公昭 62-59672 ★ 高精度・高信頼性・長寿命・安価な多数ノズルヘッドの構造・
製造方法

1980

特公平 2-25335 ☆ 1981

特公昭 63-44067 ★ 1981

特公平 2-42670 ☆ 1981

特公平 2-24220 ☆ 1981

特公平 6-2414  ☆ 1983

特許 2659250  ☆ 1989

特許 2575205  ☆ インクタンクと一体化したヘッド 1989

インクの吐出制御方式 : 第二世代
の原理特許 Bubble through Jet

特許 2783647 インク吐出前後のノズル内と大気の圧力差を制御してインク液
滴径と吐出方向を高精度に制御する

1990

特許 3957851 1997

特許 3563999 1999

バブルジェット用インク 特許 1343229 バブルジェットプリンタ用インクの原理特許 1978

特許 1413606 1978

特許 1074027 1978

特公昭 55-18751 1978

特公昭 60-34993 ★ 目詰まりが起き難いインクの構成 1980

特公昭 58-6752 ★ 1979

特許 1926280 焦げ付かないインク組成 1984

特許 1926281 1984

特許 1784015 1984

特許 1928199 1984

目詰まり防止 特公平 4-64312 ★ 予備的インク吐出モード 1984

特公平 4-77670 ★ ヘッドの清掃手段を別部材で清掃 1985

特許 2516901  ★ 大気に連通後に行うキャップ吸引 1985

出所 : 加藤（2010）に従って表を作成
※加藤（2010）が「長年，他社の事業参入を阻止する特許になった」と明記した特許を☆で，更に，その中でサーマル方式に限定さ
れない特許を★で示す．
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4.　知的財産戦略によるイノベーションの
専有可能性

本章では，キヤノン，エプソンおよびヒューレッ
ト・パッカードの知的財産戦略がイノベーションの
専有可能性を獲得し，それが継続するスキームを構
築したことを検討し，リサーチクエスチョン RQ1

と RQ2に対する解を提示する．更にキヤノン，エ
プソンおよびヒューレット・パッカードの知的財産
戦略の特徴について 4.4.から 4.6.で議論する．

4.1.　キヤノン，エプソンおよびヒューレット・パッ
カードの知的財産戦略

まず，キヤノン，ヒューレット・パッカードおよ
びエプソンが，それぞれ 2社間でクロスライセンス
状態にあったことを確認する．キヤノンとヒュー
レット・パッカードは，1983年にインクジェット
プリンタに関する特許を対象にクロスライセンス契
約を締結するとともに，インクジェットプリンタの
共同開発を開始した．これは，双方の技術幹部が個
人的に親密な関係であったことが背景にあったとは
言え，インクジェットプリンタという全く新規な製
品の技術開発と市場創出には 2社間の共同が必要と
認識したからである（菅田，2009）．
キヤノンとエプソンがクロスライセンス契約を締
結するのは，事業開始から長い期間を経た 2008年
であり，それまでは知的財産権をめぐって緊張関係
にあった（加藤，2010）．しかし，キヤノンとエプ
ソンは 2社間では特許侵害訴訟等の権利行使をして
いない．その一方で，2社の事業の脅威となる企業
にインクジェットプリンタ特許を許諾せず，特許侵
害する企業に対しては訴訟を複数回提訴している．
このように 3社間では，実質的なクロスライセンス
状態にあった．明確な契約関係がないのにクロスラ
イセンス状態となった理由は，双方が相手の特許を
実施していたからであると考えられる．キヤノンと
エプソンによる双方の特許の実施は直接的には分か
らないが，以下のように推測される．
まず，エプソンが 1978年 6月 12日に親出願を出
願した特許（特許 2605976）13をキヤノンが利用し

ていた可能性が高い．このエプソン特許は複数のイ
ンク流路およびノズルが共通のインク溜室を具備す
るサーマル方式インクジェットの特許であり，サー
マル方式を採用するキヤノン製品の障害になったと
推測される．その理由は，第一に，共通インク溜室
を具備するヘッド構造は必然性が高い．多数のノズ
ルを集積するマルチノズルヘッドにおいて，インク
カートリッジから複数のインク流路およびノズルに
インクを供給するためには，中間に共通のインク溜
室を設置することが必要となる．第二に，共通イン
ク溜室をもつヘッド構造の特許14をキヤノンが最初
に出願するのは 78年 8月 18日であり，78年 6月
12日に出願したエプソン特許の後願となる．キヤ
ノンのサーマル方式インクジェットの最初の出願
（1977年 10月 3日出願）から 78年 8月 18日の出
願14までに，インクジェットプリンタに関する出願
と思われるキヤノン出願が約 20件あるが，共通イ
ンク溜室を開示したものは見当たらない．第三に，
本エプソン特許に対する異議申立が行なわれ，共通
インク溜室はエプソン特許の権利範囲外であると主
張している15．第四に，この異議申立にも拘わらず，
最終的にエプソン特許が登録されたことについて，
キヤノン知的財産関係者が「クレームに疑念を残し
て……出願は特許として成立した」と記述して疑義
を示し，このエプソン特許の存在が好ましくないと
の見解を示している（加藤，2010）．以上からエプ
ソンの特許 2605976はキヤノンのインクジェットプ
リンタ製品にとって必須な特許であったと推測され
る．
これに対して，このキヤノン知財関係者が「長い
間，他社の事業参入を阻止する特許となった」とし
て 1980年以降に出願した 14件の特許を挙げており
（加藤，2010），それらを表 1の星印（☆と★）で示
す．その中の 7件は権利範囲をサーマル方式に限定
しておらず，ピエゾ方式でも利用する特許である．
この点から，キヤノンのこの 7件の特許はエプソン
にとっても必須特許であり，エプソンが実施してい
たと推測される．この 7件の特許を表 1の★で示す．
以上から，キヤノンによるエプソン特許の実施と，
エプソンによるキヤノン特許の実施が推測される．
即ち，キヤノンとエプソンは相互に相手特許を実施
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し，その状態を双方が黙認して睨み合っている状態，
即ち実質的なクロスライセンス状態にあったと推測
される．
また，エプソンとヒューレット・パッカードは，

2005年にクロスライセンス契約を締結している．
このように，キヤノン，エプソンおよびヒューレッ

ト・パッカードは，それぞれ 2社間でクロスライセ
ンス状態にあったが，3社が同じ盟約に合意する，
あるいは，単一の契約を 3社が締結してはいない．
なお，本論文のこれ以降では，キヤノン，エプソン
およびヒューレット・パッカードをクロスライセン
ス 3社と記す．

4.2.　知的財産戦略による専有可能性

次に，インクジェットプリンタの事例において，
リサーチクエスチョン RQ1で提起した知的財産戦
略がイノベーションの専有可能性を実現したことを
検討する．パソコンやデジタルカメラの普及によっ
て個人用に利用する高画質カラー印刷の需要が産ま
れ，これと同時期にインクジェット技術の完成度が
高まったことで，インクジェットプリンタの市場が
急速に拡大した．クロスライセンス 3社以外にもイ

ンクジェットプリンタの技術開発と特許出願を行な
い，市場参入を試みた企業はあるが，クロスライセ
ンス 3社の優位性が確立し「他社が市場に参入する
にはこれら 3社から OEM供給を受けるしかない」
状況となった（岩井，1997）．国内市場では，キヤ
ノンとエプソンの市場シェアが特に高く，国内市場
において図 4に示すように 1993～2003年を通じて，
2社で 80%を超える市場シェアを継続した．各社
のインクジェットプリンタの収益を確認することは
難しいがクロスライセンス 3社が大きな収益を得た
と言える．
近年，インクジェットプリンタ本体価格の大幅下
落に対して，収益プロファイルをプリンタ本体から
インクカートリッジにシフトしたことが高収益の要
因との報告がある（榊原・松本，2004）．これは適
切な分析であるが，インクカートリッジによる収益
プロファイルはインクジェットプリンタ本体の 3社
の高い市場占有率が前提になっている．クロスライ
センス状態がイノベーションの専有可能性を可能に
した．
このように，キヤノン，ヒューレット・パッカー
ドおよびエプソンによるクロスライセンス状態がイ

図 4　インクジェットプリンタの市場シェアの推移
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ノベーションの専有可能性を実現したことは明瞭で
あるが，更に詳細に確認する．
4.2.1.　市場参入に取り組んだ企業

インクジェットプリンタ市場に対する個々の企業
の参入意図の有無は，直接的には分からないが，以
下で述べるように公開されている特許出願から推測
される．まず，インクジェットプリンタの製品化に
必要な技術を開発し，対応する特許を出願した企業
の存在を確認する．表 2にインクジェットプリンタ
の国内特許出願件数についてクロスライセンス 3社
を含む上位 13社とその 1977～2010年までの日本
特許出願件数を示す．クロスライセンス 3社以外の
企業 10社は有力な電機・精密機械・事務機器メー
カであり，インクジェットプリンタの市場参入に必
要な技術的，経営的な潜在能力を持っており，多数
の出願件数から市場参入を試みたことを窺わせる．
この 10社を以降では，クロスライセンス外 10社と
記す．
多数のインクジェットプリンタ特許出願は，必ず

しもプリンタ本体を技術開発したことを意味しな
い．インクジェット用の印刷用紙やインクを技術開
発，事業化した企業も多数の特許出願を行なった．

そこで，クロスライセンス 3社，クロスライセンス
外 10社，製紙メーカおよびインキメーカの出願傾
向を対比することで，クロスライセンス外 10社が
インクジェットプリンタ本体を技術開発していたこ
とを確認する．そのために，出願の技術領域をFター
ムを用いて分析する．クロスライセンス外 10社の
Fターム別の出願件数の傾向を検討するためにその
内の 3社のグラフを図 5に，クロスライセンス 3社
のFターム別出願件数を図 6に示す．また，製紙メー
カの出願件数上位 3社，インクメーカの出願件数上
位 2社の同様のグラフを図 7a, bに示す．
これらの図が示す Fターム別出願件数グラフの

傾向から次の事項が分かる．まず，製紙メーカとイ
ンクメーカの Fターム別出願件数グラフは，プリ
ンタを開発・製造したクロスライセンス 3社の傾向
とは大きく異なる．それは，印刷用紙や印刷インク
の事業に必要な特許はインクや記録媒体に関するの
もで，Fタームでは2C056FCに該当する．インクメー
カの出願はこれ以外に，紙媒体以外の媒体に関する
特許（Fターム : 2C056FB）等も含む．これに対し
てプリンタ本体の製品化には，インクジェットに関
連する広範な領域の特許が必要であり，例えば，ヘッ

表 2　インクジェットプリンタ出願件数上位 13 社

企業名称 出願件数累計（件） 発明者数累計（人）

キヤノン 21063 14363

セイコーエプソン 18565   9324

ヒューレット・パッカード（米国特許）   3145   6095

ヒューレット・パッカード（日本特許）   1496   3249

Ａ社   6697   3725

Ｂ社   5026   2131

Ｃ社   4408   1789

Ｄ社   4297   2113

Ｅ社   2604   1921

Ｆ社   1850   1610

Ｇ社   1295   1208

Ｈ社   1208   1005

Ｉ社   1112 　 683

Ｊ社   1011 　 793

※出願件数は日本特許の 1977 ～ 2010 年の累計．ヒューレット・パッカードは米国特許を
併記した．
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図 5　クロスライセンス外 10 社のＦターム別出願件数（件）
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（1）　Ａ社の F ターム別出願件数
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（2）　Ｃ社の F ターム別出願件数
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図 6　クロスライセンス 3 社のＦターム別出願件数（件）
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（1）　キヤノンのＦターム別出願数
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（3）　ヒューレット・パッカードＦターム別出願件数
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図 7a　製紙メーカのＦターム別出願件数（件）
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（1）　三菱製紙の F ターム別出願件数
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（2）　王子製紙の F ターム別出願件数
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（3）　日本製紙の F ターム別出願件数
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ド形式（Fターム : 2C056FA），ヘッド・用紙送り・
キャリッジの構造（Fターム : 2C056HA），ヘッド
部の清掃（Fターム : 2C056JB），ヘッドの構造（F

ターム : 2C057AP）などの特許が必要であり，クロ
スライセンス 3社はこれらを出願している．
クロスライセンス外 10社の Fターム別出願件数

グラフ図 5は，クロスライセンス外 10社の出願傾
向が製紙メーカ・インクメーカの出願傾向とは著し
く異なるが，クロスライセンス 3社とは出願傾向が
同じであることを示している．例えば，ヘッド・用
紙送り・キャリッジの構造（Fターム : 2C056HA）
に該当する多数の特許出願は，プリンタ本体の製品

化を目的とする技術開発を強く示唆している．この
ことから，クロスライセンス外 10社がインクジェッ
トプリンタ本体の製品化や事業化に必要な技術を開
発したと推測される．
次に，クロスライセンス外 10社の研究開発投資

の規模を考察し，その研究開発が事業化を想定した
研究開発であったことを検討する．図 8にクロスラ
イセンス外 10社の中で事業撤退した I社を除く 9

社の毎年の出願件数と発明者数の推移を示す．ここ
で，毎年の発明者数とは，その年の特許出願明細書
に登場する全ての発明者個人を特定し，同一発明者
の重複を除いた人員数であり，その年に特許出願さ

図 7b　インクメーカのＦターム別出願件数（件）
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（1）　東洋インキ製造の F ターム別出願件数
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（2）　大日本インキ化学工業の F ターム別出願件数
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れた発明に貢献した人員数を示すものである．図 8

からは，クロスライセンス外 10社も継続的にイン
クジェットプリンタの技術開発を進めていたことが
分かる．図 9にはクロスライセンス 3社の出願件数
と発明者数の推移を示す．クロスライセンス 3社と
クロスライセンス外 10社の 1977年から 2010年ま
での発明者数の累計を表 2に示す．
一般的に，発明を創出するには，一定程度の間，
技術開発業務を継続する必要があることから，各年

の発明者数はその年に技術開発に従事した技術者の
概数を示すと考えることができる．ただし，発明し
ない技術者も存在するので，少なめの概数である．
そこで，本論文ではその年の発明者数をその年に投
入された開発人員の工数（人年）の概算値と見做す
こととする．表 2に示す発明者数の累計と図 8に示
す発明者数の推移から，クロスライセンス外 10社
は，10年以上の期間にわたって，総計 500～3500

人年規模の工数をインクジェットプリンタの技術開

図 8　クロスライセンス外 10 社の特許出願件数と発明者数の推移
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（2）　Ｂ社の出願件数と発明者数の推移
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発に投じたことが分かる．この規模の研究開発は，
基礎研究やフィジビリティースタディーの段階を越
えており，インクジェットプリンタ製品市場への参
入を目論んで行なった開発規模である．
以上で述べたように，クロスライセンス外 10社

はインクジェットプリンタ本体の技術開発を行な
い，その開発規模は製品開発に必要な規模であるこ
とから，これらの企業は，インクジェットプリンタ
本体の市場参入を想定して研究開発したこと，即ち

市場参入に取り組んだことが推測される．
4.2.2.　市場参入取組の結果

次にクロスライセンス外 10社の市場参入の取り
組みの結果を検討する．即ち，キヤノン知財関係者
は，同社が出願した特許は「長い間，他社の事業参
入を阻止する特許となった」と述べている（加藤，
2010）が，クロスライセンス 3社の特許群がクロス
ライセンス外 10社の市場参入を阻んだことを検討
する．

図 8　続き
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（3）　D 社の出願件数と発明者数の推移

（4）　E 社の出願件数と発明者数の推移
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図 8　続き
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（5）　Ｃ社の出願件数と発明者数の推移
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（6）　Ｆ社の出願件数と発明者数の推移
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クロスライセンス外 10社の市場参入の概況を表
3に記載した．この内，I社と B社の市場参入は図
2の市場シェア推移から分かる．他の 8社に関する
記載は各社の HPやプレスリリースを元に作成し
た．このようにクロスライセンス外 10社は，何等
かの意味でインクジェットプリンタ関連市場に参入
していることが分かる．これは，前述の「長い間，
他社の事業参入を阻止する特許となった」と一見す
ると矛盾する．そこで，以下で更に検討する．
まず，I社と B社はクロスライセンス 3社の脅威
となっていない．I社は一定の市場シェアを獲得し
たが，2002年にシェアが 1.6%となりそれ以降は統
計データに現れず，撤退したと思われる．また，B

社は市場に留まっているがそのシェアは 1桁台と低
く，クロスライセンス 3社の事業に影響を与える程
ではない．B社は，クロスライセンス 3社のインク
ジェット方式とは全く別の技術方式を用いて市場参
入する方針を選択し，そのために海外企業から技術
導入する必要があり，多大の労力を要したが報告さ
れている（青木・玄場，2011）．

A社，D社，F社および H社は，産業用，非 PC

用インクジェットプリンタ，あるいは，プリンタ本

体ではなくプリンタヘッドに参入しているが，その
市場の規模は小さく，クロスライセンス 3社が主た
る市場とする個人用高画質カラープリンタ市場とは
別の市場であり，クロスライセンス 3社の脅威とは
なっていない．
また，A社は 2013年に，G社は E社と C社と技
術提携して 2000年に，J社は 03年に個人用インク
ジェットプリンタに参入しているが，図 2に示すよ
うに，クロスライセンス 3社を脅かす程の市場シェ
アを獲得していない．更に着目すべきは，A社，G

社（および E社，C社），J社の参入タイミングが
2000年以降になっていることである．インクジェッ
トプリンタ本体価格の低価格化が進んだ結果，図 2

が示すように 2000年前後には，金額ベースの市場
規模が頭打ちになった．4.1.で述べたように 02年
頃には画質競争は終息して，プリンタ本体の進化は
減速する．そしてインクジェットの利益の源泉はイ
ンクカートリッジに移行してゆく（榊原・松本，
2004）．この点は，市場においてプリンタ本体の価
格と比較して，インクカートリッジの価格が高額で
あることからも理解できる．消耗品であるインク
カートリッジは，既に販売されたプリンタも消費す

図 8　続き
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るので，それまでにプリンタ本体の高シェアを継続
してきたクロスライセンス 3社が収益性で有利とな
る．この段階に至ってクロスライセンス 3社以外の
企業が新規に市場参入しても，クロスライセンス 3

社に対する競争力を確立することは難しい．これが，
2000年以降に個人用プリンタ市場に参入した A社，

G社，J社が十分な市場シェアを獲得できなかった
主要な原因と考えられる．
しかし，図 8に示した特許出願数と発明者数の推
移から分かるように，A社，G社（および E社，C社），
J社は 1990年初頭までにはインクジェットプリン
タの技術開発に着手し，90年代中頃には開発を強

（2）　エプソンの出願件数と発明者数の推移
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（1）　キヤノンの出願件数と発明者数の推移
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化している．それにも拘わらず，A社，G社（およ
び E社，C社），J社は高い収益性が期待できる市
場の成長期には市場参入せず，収益性が減退してか
ら市場参入している．
以上の検討から，クロスライセンス外 10社は（2）

で考察したように相当の技術開発投資を行なって市
場参入したが，その結果は，次のいずれかとなった．
① 市場参入するが市場撤退した，あるいは市場
シェアが低い
② 市場規模の小さい産業用や非 PC用プリンタ市
場に参入
③ 市場シェアと収益の獲得に不利な段階になった
後で市場参入

キヤノン知財関係者が「長い間，他社の事業参入
を阻止する特許となった」（加藤，2010）と表明して
いるが，クロスライセンス 3社とそれ以外の企業の
間での特許ライセンス交渉や実施許諾契約などの権
利行使の実情は各社の社内情報に属する事項であ
り，公開情報から判断することは難しい．しかし，
これまでの考察から，クロスライセンス 3社は特許
によって 3社の収益を脅かすような「他社の事業参
入を阻止した」と推測して差し支えない．
4.2.3.　  クロスライセンス 3 社のイノベーションの専

有可能性

以上（1）（2）から，クロスライセンス外 10社の市

場参入の取り組みにも拘わらず，クロスライセンス
3社は図 2で示す高い市場シェアを獲得したことが
分かった．しかし，市場シェアを獲得するための投
資が市場シェアと比較して過大であるならば，イノ
ベーションの専有可能性を達成したとは言い難い．
そこで，ここではクロスライセンス 3社の研究開発
の投資規模について検討する．
クロスライセンス 3社の出願件数シェアと発明者

数シェアの推移を，図 10に示す．時期により変動
はあるが，クロスライセンス 3社の出願シェアは，
最大 65%から最少 30%であり，概ね 40～55%であ
る．発明者数シェアは 20～50%で推移し，概ね
40%以下である．出願件数は研究開発予算と，発
明者数は研究開発に従事する技術者数と強い相関関
係があり，それぞれの数値は業界全体の開発投資の
中におけるクロスライセンス 3社の比重の概数と見
做すことができる．これに対して，図 2で示すクロ
スライセンス 3社の製品市場シェアは 80～90%で
あり，どの年をとっても，出願件数や発明者数のシェ
アよりも遥かに高い．即ち，研究開発投資と比較し
て遥かに高い市場シェアを獲得したことが分かる．
以上の本章の考察から，クロスライセンス 3社は

高画質インクジェットプリンタにおいて，知的財産
戦略によってイノベーションの専有可能性を達成し
たことが明らかである．これでリサーチクエスチョ
ン RQ1に対する解が得られた．

（3）　ヒューレット・パッカードの米国特許出願件数と発明者数の推移
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図 10a　クロスライセンス 3 社の特許出願シェア推移

図 10b　クロスライセンス 3 社の発明人口シェア推移
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4.3.　専有可能性の継続を支えた要因

3.で述べたインクジェットプリンタの開発経緯か
ら，リサーチクエスチョン RQ2で提起した専有可
能性の継続を支えた要因を以下に考察する．ここで
取り上げた 4つの要因以外にもイノベーションの専
有可能性のを支えた要因は考えられるが，それらの
中で中核となる必須特許の実施権の専有を継続させ
るために必要であった主要な 4つの要因を検討す
る．
4.3.1.　  クロスライセンス 3 社の特許権活用方針が 

類似

インクジェットプリンタでクロスライセンス状態
を構成した企業はキヤノン，エプソンおよびヒュー
レット・パッカードの 3社であった．これらの企業
はプリンタの製造・販売の事業で収益を追求した．
また，インクジェットプリンタ事業がこれら 3社に
おいて基幹的事業の 1つであり，研究開発費などの
経営資源をこの事業に重点的に投資した．ヒュー
レット・パッカードは，サーバ，パソコンなど IT

関連の多様な製品を事業とするが，インクジェット
プリンタを専業とする独立した組織部門を設置した
（Christensen, 1997）．
このように，クロスライセンス 3社はインク

ジェットプリンタに関する事業構造が類似であるこ
とが背景にあって，必須特許によって他社参入障壁
を形成し，自らはインクジェットプリンタ製品の事
業で収益を追求するという特許権活用の方針が類似
であった．もし，3社の中の 1社でもインクジェッ
トプリンタの製造販売ではなく，特許ライセンス収
入を事業収益の主軸としたならば，3社以外に事業
参入する企業が次々と登場し，必須特許群による他
社参入障壁は構築できず，クロスライセンス状態は
機能しなくなる．
以上の考察から分かるように，知的財産戦略を実
施する企業の特許権活用の方針が類似であることが
主要な要因の 1つである．
4.3.2.　必須特許を継続的に取得した

クロスライセンス 3社は，インクジェットプリン
タの製品化開発を始めた最初期の段階で必須特許権
者であったが，その後も，新規の必須特許を積極的
に取得して必須特許権者の地位を継続した．3.で述
べたように，当初は必須特許権者であっても，特許
権の満了や代替技術の登場により，必須特許権者の
地位を失うリスクがある．このリスクを回避するた
めクロスライセンス 3社は次の対策を実施した．
第一に，他社に先行した技術開発の着手・継続と，
これに連動した必須特許の取得の継続である．サー
マル方式ヘッドの基本特許の出願は 1977～81年で
あり，市場成長期に権利満了で必須特許群が消失す
るリスクがあった．しかし，90～99年に出願され
たインク液滴の吐出制御の特許群は，3.1.で述べた
ように高精細・カラー・写真画質の印刷に必須な特
許であり，第二世代の基本特許群を形成した．これ
らは第一世代の基本特許出願から 10年以上経過し
てから出願され，必須特許権者の地位の継続を可能
にした（加藤，2010）．ピエゾ方式ヘッドの場合は，
インク液滴を整える駆動パルス波形に関するエプソ
ンの特許16が第二世代の必須特許群となった．
第二の対策は，ヘッドやインクタンクのインク目
詰まり防止に関する特許群の取得がある．インクが
乾燥してヘッドやヘッド内流路に付着すると正常な
印刷ができなくなる．このため，ヘッドやインクタ
ンクの目詰まり特許は必須特許となる．これらの特
許は機構が単純であるため，後発者が技術開発して

表 3　クロスライセンス外 10 社の市場参入結果

企業名 市場参入結果

Ａ社 2004 年に業務用プリンタに参入．13 年に家庭用プ
リンタに参入．

Ｂ社 1992 年個人用インクジェットプリンタの発売を開
始．市場シェアは 1 桁台で経過．

Ｃ社 2007 年に業務用インクジェットプリンタ事業化．

Ｄ社 産業用（テキスタイル印刷用）とプリンタヘッドに参
入．

Ｅ社 C 社に同じ．

Ｆ社 2001 年非ＰＣ向け・産業用インクジェットプリンタ
に参入を表明．

Ｇ社 2000 年，E 社の技術を採用して，個人用インクジェッ
トプリンタに参入した．

Ｈ社 産業用インクジェットプリンタヘッド，および製造装
置に参入した．

Ｉ社 最大時には 6% 程度の国内市場シェアを獲得するが，
その後撤退．

Ｊ社 2003 年，サーマル方式のライン型インクジェットプ
リンタの開発を発表した．
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も代替する機構の発明は難しい．このようにインク
ジェットの原理発明ではないが製品には必須で代替
技術の可能性が低い特許の取得が，必須特許権者の
地位継続に貢献した．
4.3.3.　他社が必須特許を取得することを抑止する

クロスライセンス 3社以外にも，インクジェット
プリンタ技術を開発し，特許出願した企業があるが，
3社による必須特許の実施権の専有が持続した．
クロスライセンス 3社以外の企業が必須特許を取

得すると，必須特許群による参入障壁が崩壊してク
ロスライセンス 3社は専有可能性を喪失する．この
ような他企業の必須特許取得を抑止するために，ク
ロスライセンス 3社は市場参入を試みた他企業のい
ずれよりはるかに多数の技術者を投入して大量に特
許出願した．これが，クロスライセンス 3社以外の
企業が必須特許を取得する機会を抑制した．図 9に
クロスライセンス 3社の特許出願数と発明者数の推
移を示す．また，図 8にクロスライセンス外 10社
のうちの 9社の出願件数と発明者数の推移を比較し
た．ヒューレット・パッカードの出願件数と発明者
数は 2001年以降，減少しているが，このグラフが
示すように，クロスライセンス 3社全体としては，
他のいずれの企業も圧倒する発明リソースを他社に
先行して投入したことが分かる．キヤノンは必須特
許群による他社参入障壁を構築するという戦略にも
とづき，必須特許以外にも，それに準ずる特許や自
社では実施しないが他社が取得する可能性のある特
許群も出願する方針を実行した（加藤，2010）．
4.3.4.　特許侵害品の生産を抑止する

クロスライセンス 3社だけが，必須特許を保有し
ていたとしても，他社が必須特許を侵害して製品を
生産・販売することを抑止できなければ，必須特許
の実施権の専有という状態は喪失する．例えば，特
許侵害に関する理解が低く，特許侵害品の取り締ま
りや特許係争が困難な国での生産・販売がこれにあ
たる．
クロスライセンス 3社は，インクジェットヘッド
の製造で用いる高度な生産技術とノウハウを保有
し，それを社内に留めたことで，特許侵害品の生産
を抑止した．例えば，球状のインク液滴の安定した
吐出にはノズル穴は真円に加工しなければならな

い．ノズル穴の口径は微小であり，また，多数のノ
ズル穴を正確な口径に加工しなければならない．キ
ヤノンはこれを実現するために独自にレーザ加工技
術を開発した．ピエゾ型インクジェットヘッドを構
成する積層型セラミックの加工には繊細な加工技術
が必要であり，エプソンは機械式時計の生産で養っ
た加工技術とノウハウを活用した（藤田，2002）．
半導体や液晶分野では，生産装置が高額で，その
技術開発に大規模な投資を要することを背景に，製
品メーカから独立した装置産業が成立し，製造装置
メーカが製造装置を供給するという産業構造が出来
上がった．そして製造装置メーカを介して生産技術・
ノウハウが拡散することとなり，生産技術を持たな
い企業が半導体や液晶事業に参入する可能性を広げ
た．インクジェットプリンタの場合には，半導体や
液晶ほどの製造装置の事業規模が大きくないこと
や，クロスライセンス 3社が自社で生産技術を開発
したことなどにより，このような技術流出が生まれ
なかった．
日本や米国などでは，インクジェットヘッドの生
産技術を独自に開発できる企業が存在したが，それ
らの地域では特許侵害品の取り締まりや権利行使が
可能であり，その一方で，特許権侵害に対する取り
締まりや特許侵害訴訟が困難な地域では，このよう
な高度な生産技術やノウハウを独自開発する企業は
なかった．このように，インクジェットプリンタの
特許権を高度な生産技術・ノウハウという特許権以
外の競争要因と複合したことで，特許侵害品を抑止
することができた．
また，特許権の取得・維持・行使に関するクロス
ライセンス 3社自身の力量も特許侵害品の抑止に必
要である．例えば，係争が特許侵害訴訟に発展した
場合には多額の費用と高度の専門能力を要する．ま
た，特許権取得や特許管理の能力が不十分であると，
取得した必須特許が無効化されるリスクや，特許の
権利範囲の穴が露見して特許係争で敗退するリスク
が高くなる．このような特許権取得・管理・権利行
使に関する能力と資金を有することも特許侵害品の
抑制に必要である．これに対して，クロスライセン
ス 3社が特許権の取得・管理・権利行使に関する高
い能力を持つことは良く知られている（丸島，
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図 11　インクジェットプリンタ実勢価格の推移
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¥31,280.-

PIXUS iP7100
¥31,800.-

PIXUS iP6600D
¥31,280.-

（円）

（年）

（1）　キヤノン A4 単機能インクジェットプリンタ実勢価格
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60,000

50,000

40,000

30,000

20,000

10,000

0

8色以上
7色インク
6色インク
5色以下

写真画質　PM-700C
¥47,800.-

PM-950C
¥39,800.-

PM-970C
¥44,800.-

PX-G900
¥44,000.-

PX-G920
¥41,800.-

PX-G930
¥41,980.-

PM-750C
¥37,905.-

PM-770C
¥29,800.-

MJ-830C
¥26,700.- PM-760C

¥24,500.-

PM-980C
¥35,800.-

MJ-500
(モノクロ)
¥19,800.-

PM-G700
¥18,200.-

PM-G720
¥19,800.-

PM-G730
¥19,800.-

EP-302
¥16,971.-

EP-306
¥15,371.-

MJ-520C
¥15,800.- CL-750

¥12,800.-

CL-760
¥12,800.-

PX-V600
¥14,800.-

PX-V630
¥11,800.-

PX-203
¥17,979.-

PX-204
¥13,399.-

PX-205
¥15,780.-

（円）

（年）

（2）　エプソン A4 単機能インクジェットプリンタ実勢価格
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2002，2011 ; 大野，2004）．

4.4.　イノベーションの専有可能性と継続との両立

以上でリサーチクエスチョン RQ1と RQ2に対す
る解を提示したが，クロスライセンス 3社の知的財
産戦略には，これ以外にも特徴があるので，それら
を 4.4.から 4.6.で議論する．

3社の知的財産戦略はイノベーションの専有可能
性の達成に成功したが，並行してイノベーションの
継続にも成功している．即ち，必須特許の実施権の
専有によって市場は寡占化されたが，イノベーショ
ンは停滞せず，イノベーションの専有可能性とイノ
ベーションの継続が両立した点が，3社の知的財産

戦略の妙味である．
図 3に示したように 3社による知的財産戦略が機
能している期間にも，プリントヘッドのノズル数が
増大し，これに裏付けられてプリント解像度が格段
に増大していった．このことが，写真画質のプリン
トを可能にした．カラープリントの解像度の向上と
いう量的な変化が進行して，写真画質という質的に
高い段階のプリンタが登場した．一般消費者が手軽
に写真画質で印刷できることの社会的影響は大き
い．同時期に普及したデジタルスチルカメラが写真
画質のプリントを要求し，これに応えたインク
ジェットプリンタの進化がデジタルスチルカメラの
普及を支えたと言える．

図 11　続き
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0

6色インク
5色インク
4色以下

Paint Jet
$1,395

Desk Writer
$1,195

Desk Jet 500c
$1,095

Desk Jet 550C
$1,099

Think Jet
$495(単色)

Desk Jet 560C
$719

Desk Jet 500
$729(単色)

Photosmart P1100
¥54,800.- Photosmart D5460

¥12,800.-

Desk Jet 6840
¥24,800.-

4色/6色交換式

Officejet Pro 8100
¥18,760.-

Desk Jet 694C
¥28,400.-

Desk Writer 694C
¥56,800.-

HP Photo REt

Officejet Pro 8000
¥18,000.-

（年）

（円）

（3）　ヒューレット・パッカード A4 単機能インクジェットプリンタ実勢価格

出所 : 価格データを次から収集してグラフを作成した
　・インプレス社発行の DOS/V Power Report に掲載のプリンタ相場情報 / 価格情報
　・インプレス社監修のプリンタ価格情報の web サイト
　・インプレス社発行の DOS/V Power Report に掲載の各 PC 販売店の広告ページ
　・価格 .com に掲載の価格推移情報の各機種の初値のデータ
　・ヒューレット・パッカード社の web サイトにある Computer Museum（http://www.hpmuseum.net/exhibit.

php?class=5&cat=20）
の各機種のページに記載された価格
※1984～92 年の製品では，元データの価格がドルによる記載のため製品発売年の為替レートで円に換算してグラフを作成
した．
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このような機能・性能の各段の向上にも拘わらず，
製品価格は低下していった．図 11に 3社製品の実
勢価格の推移を示す．プリンタ機能の格段の進化に
対して，価格は逆に大きく低下した．今日では低価
格化の限界に達していると言える．
このように，クロスライセンス 3社の外部に対し
てはイノベーションの専有可能性を獲得しつつ，ク
ロスライセンス 3社の内部では各社間の競争が維持
されたことで，イノベーションが継続したと言える．
キヤノンのインクジェット事業の幹部が，「ライバ
ルがいたことで，プリンタの開発スピードが上がり
ました」（日経パソコン，2013）と語っていることは
これを裏付けている．イノベーションの継続による
恩恵を享受したのは，プリンタを利用する一般消費
者である．

4.5.　知的財産戦略と競争法との関係

知的財産戦略によってキヤノン，エプソンおよび
ヒューレット・パッカードの 3社は必須特許の実施
権を専有した．そもそも特許制度は特許発明の独占
排他を一定期間，認める制度であるために，我が国
の独占禁止法や米国の反トラスト法など各国の競争
法と緊張関係にある．そこで，知的財産戦略と競争
法とどのような関係にあるのかを検討する．
特許制度と競争法が緊張関係にあるため，両者の
関係に関する明示的なガイドラインや集積された判
例によって両者の折り合いに関する法理が形成され
ている．我が国の独占禁止法は第 21条で，特許権
の独占排排他権の行使を認めている．更に，「権利
の行使と認められない行為」について，「知的財産
の利用に関する独占禁止法上の指針」（公正取引委員
会，2010）が詳細に規定している．同指針はクロス
ライセンスにおいて，①市場シェアが高い契約当事
者が共同で行なう対価，数量，供給先等の取り決め
や第三者へのライセンス拒否，②技術の利用範囲と
この技術を利用する事業活動の範囲の共同取り決め
が「権利の行使と認められない行為」と定めている．
米国でも同様のガイドラインが示されている（US-

DOJ1995）．
インクジェットプリンタに関してクロスライセン
ス 3社が締結した契約書は開示されていないため，

それらと競争法の関係を直接的に検証することはで
きない．しかし，3社のクロスライセンス状態は上
記指針が禁じている事項を必要としない．特許権者
としての正当な権利の範囲で，必須特許権者と必須
特許権者が個別にクロスライセンス契約の締結，あ
るいは，契約なしにクロスライセンス状態を形成で
きる．

4.6.　暗黙の知的財産同盟

ここまでの考察から明らかなように，インク
ジェットプリンタでキヤノン，エプソン，および
ヒューレット・パッカードが実践した知的財産戦略
は，クロスライセンス状態の単なる集合ではなく，
それを越えた戦略的スキームに至っている．そもそ
もクロスライセンスは事業に必要な特許実施権を得
るために，相互に実施許諾することで事業の安定性
を確保するとともに，特許料の授受を割愛あるいは
削減することで財務的な合理性を高めることに主眼
がある．しかし，キヤノン，エプソン，ヒューレッ
ト・パッカード 3社が実施した知的財産戦略は，外
見上は個々のクロスライセンス状態の集積に過ぎな
いが，その効果は，必須特許の実施権を専有するこ
とで競争力を創出する企業アライアンスの形成に
至っている．
4.6.1.　  選択的なクロスライセンス状態による実施権

の専有

インクジェットプリンタを含む電機製品の特許マ
ネジメントとしては，企業が相互にクロスライセン
ス契約を締結して各企業の事業参入の安全性を確保
する知財マネジメントがしばしば採用されている．
その特徴は，複数の製品群に跨る包括的クロスライ
センスが採用されている点である．多品種の製品の
事業を行なう電機メーカにとっては，仮に必須特許
を持たない製品分野があっても他製品分野の自社必
須特許をクロスライセンスすることで広範な製品に
事業参入できるこのスキームの妥当性が高い．
これに対してクロスライセンス 3社の知的財産戦

略は対照的であり，インクジェットプリンタの自社
の必須特許を他社のインクジェットプリンタ必須特
許とだけクロスライセンス状態とすることで，必須
特許を実施許諾する企業，あるいは実施を黙認する
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企業を最小限に限定している．このような選択的ク
ロスライセンス状態の集積によって，インクジェッ
トプリンタの必須特許の実施権をクロスライセンス
3社が専有することが可能となった．この様相を 3

社以外の外部から眺めるとあたかもクロスライセン
ス 3社が，アライアンスを形成することで必須特許
の実施権を独占しているように見える．
4.6.2.　結果としての戦略的アライアンス

しかし，3社間のアライアンス関係は，3社で合
意したものではなく，更に，4.1.で述べたように，
相手特許の無効化を目論むといった緊張関係にあっ
た．このように，3社の知的財産戦略は，当初から
目論んだアライアンスではなく，結果として生まれ
た仮想的アライアンス関係である．
ところで，Yoshinoと Ranganは戦略的アライア
ンスを次の 3項目の特性を持つものと定義した（Yo-

shino & Rangan, 1995）．

①合意した目標の達成のために連合した 2社ある
いはそれ以上の企業が，アライアンスを形成しつつ
も各社の独立性を維持している．
②パートナー企業はアライアンスの利益を共有

し，決められた役割の実践を制御する．
③パートナー企業は，1つかそれ以上の要となる

戦略領域，例えば技術，生産等の継続的な基礎に貢
献する．

インクジェットプリンタにおける仮想的アライア
ンス関係は，以上の Yoshinoと Ranganの定義の一
部は満足するが，他の部分は満足していない．アラ
イアンスの条件である企業の独立性を維持している
が，陽に合意された目標は存在しない．アライアン
スによる利益を共有するが，各社の役割を決めるこ
とも，その役割の実践を制御することもない．この
ような本質的な差異に着目して，クロスライセンス
3社が実行した知的財産戦略に対して，次の意味を
込めて「暗黙の知的財産同盟」と呼称することを提
案する．

必須特許を保有する企業が他の必須特許権者の
みとクロスライセンス状態となることで必須特

許の実施権を専有し，これによりイノベーショ
ンの専有可能性を獲得する状態である
　ここで ;

─ クロスライセンス状態とは明示的な契約
締結以外に，自社特許の相手方による実
施を相互に黙認して，クロスライセンス
と同等の効果を生む形態も含む
─ 必須特許権者全体による明示的な盟約は
存在せず，個々の 2社間クロスライセン
ス状態の集積で形成される

「暗黙の知的財産同盟」という呼称は従来の文献
では見当たらない．「暗黙の知的財産同盟」は知的
財産戦略に対する呼称であり，それは特許権を効果
的に活用するためのビジネスモデルの一種と言え
る．Chesbrough は “Open Business Models” （Ches-

brough, 2006）で知的財産権を用いたさまざまなビ
ジネスモデルを議論しているが，知的財産同盟と類
似のビジネスモデルは見られない．Joel Westはオー
プンイノベーションと専有可能性の文脈で知的財産
権を論じており（West, 2008），Timothy S. Simcoe

は標準化と知的財産権の関係を論じているが（Simo-

coe, Graham & Feldman, 2009），いずれも知的財産
同盟に類する呼称は見当たらない．
また，知的財産マネジメントに関する著作も少な
くない（丸島，2002，2011 ; 米山・渡部，2004 ; Har-

rison, 2011）が，本論文が提案した「暗黙の知的財
産同盟」に類する呼称は見当たらない．

5.　結論

競争戦略はさまざまな論点から議論されている
が，特許権を活用した事業収益の拡大への期待は大
きい．しかし，特許権によるイノベーションの専有
可能性を調査した Carnegie Mellon Survey （Cohen, 

2000）等は化学製品や医薬を除く分野では特許権に
よる収益貢献は他の競争要因に及ばないと報告して
いる．
本論文は，インクジェットプリンタの事例におい
て，キヤノン，エプソンおよびヒューレット・パッ
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カードが実行した知的財産戦略によって，イノベー
ションの専有可能性が達成されたことを明らかにし
た．また，イノベーションの専有可能性を支えた要
因の中でも，必須特許の実施権専有の継続に必要な
主な要因が次の 4項目であることを示した．

知的財産戦略を実行した 3社が ;

（1）特許権活用の方針が類似である
（2）必須特許を継続的に取得する
（3） 3社以外の企業による必須特許の取得を抑止

する
（4）特許侵害品の生産を抑止する

更に，クロスライセンス 3社の知的財産戦略につ
いて，各社間の関係の特徴に着目して，「暗黙の知
的財産同盟」と呼称することが相応しいことを提案
した．
本論文はインクジェットプリンタにおいて，知的
財産戦略がイノベーションの専有可能性を実現した
ことを示したが，他の製品分野でも類似の戦略の可
能性が考えられ，その探索は今後の研究課題である．
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